
第 54 期決算公告

令和8年6⽉25⽇

貸　　借　　対　　照　　表
（令和 7年　3⽉ 31⽇ 現在）

埼⽟県蓮⽥市⼤字⿊浜3535
セキスイハイム工業株式会社
代表取締役社⻑　佐藤公紀

（単位:千円）
科　　　　目 ⾦　　　　額 科　　　　目 ⾦　　　　額

(資　産　の　部) (負　債　の　部)
【流　動　資　産】 【 57,381,846 】 【流　動　負　債】 【 56,291,734 】

現 ⾦ 及 び 預 ⾦ 3,388 買 掛 ⾦ 40,518,884
売 掛 ⾦ 48,524,645 短 期 借 入 ⾦ 12,605,024
製 品 1,663,234 リ ー ス 債 務 34,002
仕 掛 品 78,236 未 払 ⾦ 285,632
原 材 料 661,944 未 払 費 用 1,666,060
貯 蔵 品 177,305 未 払 法 人 税 等 39,232
前 払 費 用 82,574 未 払 消 費 税 等 99,825
未 収 入 ⾦ 5,975,060 前 受 ⾦ 4,533
そ の 他 の 流 動 資 産 215,455 預 り ⾦ 39,899

賞 与 引 当 ⾦ 994,522
完成工事補償引当⾦ 4,117

【固　定　資　産】 【 13,536,168 】
［ 有 形 固 定 資 産 ］ [ 11,822,887 ]
建 物 3,734,197 【 固 定 負 債 】 【 324,234 】
構 築 物 436,357 リ ー ス 債 務 65,619
機 械 装 置 3,077,599 ⻑ 期 未 払 ⾦ 14,154
⾞ 両 運 搬 具 33,604 退 職 給 付 引 当 ⾦ 118,586
工 具 器 具 備 品 279,203 役員退職慰労引当⾦ 20,874
土 地 4,076,826 関係会社事業損失引当⾦ 105,000
リ ー ス 資 産 86,689 負 債 合 計 56,615,968
建 設 仮 勘 定 98,408

［ 無 形 固 定 資 産 ］ [ 169,012 ]
施 設 利 用 権 17,723 (純　資　産　の　部)
ソ フ ト ウ ェ ア 132,743 【株　主　資　本】 【 14,302,045 】
リ ー ス 資 産 12,933 ［資　　本　　⾦］ [ 500,000 ]
そ の 他 無 形 固 定 資 産 5,612

［ 利 益 剰 余 ⾦ ］ [ 13,802,045 ]
［投資その他の資産］ [ 1,544,268 ] （ 利 益 準 備 ⾦ ） ( 125,000 )
関 係 会 社 株 式 200,750 （その他利益剰余⾦） ( 13,677,045 )
⻑ 期 前 払 費 用 35,297 別 途 積 ⽴ ⾦ 213,000
繰 延 税 ⾦ 資 産 87,498 繰 越 利 益 剰 余 ⾦ 13,464,045
敷 ⾦ 及 び 保 証 ⾦ 81,907 （ 内 当 期 純 利 益 ） ( △ 489,254 )
前 払 年 ⾦ 費 用 1,128,745
そ の 他 の 投 資 10,069

純　資　産　合　計 14,302,045
資　産　合　計 70,918,014 負債･純資産合計 70,918,014



【個別注記表】

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１)有価証券の評価基準及び評価方法

・子会社株式 ・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法

2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

・原材料及び貯蔵品 ・・・・・・ 移動平均法に基づく原価法

・仕掛品 ・・・・・・ 個別法に基づく原価法

・製　 品 ・・・・・・ (完成ユニット）個別法に基づく原価法
(サプライ製品）移動平均法に基づく原価法

なお貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。

3）固定資産の減価償却の方法

・有形固定資産 ・・・・・・ 定額法
（リース資産を除く）

・無形固定資産 ・・・・・・ 定額法
（リース資産を除く） なお、⾃社利⽤のソフトウェアについては、社内における⾒込利⽤可能

期間（5年）に基づいている。

・リース資産 ・・・・・・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リー
ス期間を耐⽤年数とし、残存価額を零とする定額法を採⽤している。

4）引当⾦の計上基準

・賞与引当⾦ ・・・・・・ 従業員賞与の⽀給に充てるため、期末直前⽀給額を基礎とした⾒積
額を計上している。

・退職給付引当⾦ ・・・・・・ 　従業員退職⾦の⽀給に充てるため、当事業年度末における退職給
付債務及び年⾦資産の⾒込額に基づき計上している。
　数理計算上の差異は、その発⽣時における従業員の平均残存勤務
期間以内の⼀定の年数(5年)による定額法により按分した額をそれぞ
れ発⽣の翌期から費⽤処理している。

・役員退職慰労引当⾦ ・・・・・・  役員退職慰労⾦については、内規に基づき計算された当事業年度末
における要⽀給額を期間に基づき配分し計上している。



・完成⼯事補償引当⾦ ・・・・・・ ユニット住宅の保証期間中の無料保証について、財またはサービスに対
する保証が合意された仕様に従っているという保証である場合に将来発
⽣すると⾒込まれる補修費⽤を完成⼯事補償引当⾦を計上している。

5）収益及び費⽤の計上基準 　当社は、セキスイハイムのユニット及び住関連部材を販売している。
　ユニットは、顧客（積水化学⼯業株式会社）を通じて積水化学グ
ループの住宅販売会社に販売している。当該物件に紐づく全ユニット
を、積水化学グループの住宅販売会社に引き渡した時点で、顧客が当
該製品等に対する⽀配を獲得し履⾏義務が充⾜されたと判断し、収
益を認識している。

　住関連部材は、納品時に⽀配が顧客に移転すると判断しているが、
出荷時から納品時までの期間が通常の期間であるため、重要性等に関
する代替的な取扱いを適⽤し、出荷時に収益を認識している。

６）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項         

・消費税等の会計処理       ・・・・・・ 　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。ただ
し、資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の期間費⽤として
いる。

・グループ通算制度の適⽤ ・・・・・・ グループ通算制度を適⽤しています。

2．貸借対照表に関する注記

１）有形固定資産の減価償却累計額 34,056,754千円

２）関係会社に対する⾦銭債権・債務

・関係会社に対する短期⾦銭債権 49,763,270千円

・関係会社に対する短期⾦銭債務 25,419,612千円

3．税効果会計に関する注記

１）繰延税⾦資産の発⽣の
　　　主な原因別の内訳

繰延税⾦資産の主な発⽣原因は、退職給付引当⾦、賞与引当⾦、
未払事業税、棚卸資産評価減、賞与に係る未払社会保険料の否認
等である。

２）法人税等及び地方法人税
　　　の会計処理⼜はこれらに関
　　　する税効果会計の会計処理

法人税及び地方税並びに税効果会計の会計処理及び開⽰について
は「グループ通算制度を適⽤する場合の会計処理及び開⽰に関する取
扱い」（実務対応報告第42号 2021年８⽉12⽇）に従っている。



4．関連当事者との取引に関する注記

（注）１．上記⾦額のうち、取引⾦額には消費税等は含まれておらず、期末残⾼には消費税等が含まれている。
　　　　 ２．取引条件は、価格通知等に基づき、あらかじめ定められた計算方式によっている。
　　　 　３．不動産の賃貸料については、市場価格に基づき交渉の上決定している。
　　　　 ４．短期借⼊⾦は当社がグループ会社との間で契約提携つしているCMS(キャッシュ・マネジメント・サービス）に
　　　　　　　係るものであり取引⾦額は期末残⾼を記載している。
　　　　　　　資⾦の借⼊利率については、市場⾦利を勘案し合理的に決定している。

5． 1株当たり情報に関する注記

１） 1株当たり純資産額 23,836円74銭

２） 1株当たり当期純利益 -815円42銭

（注）本計算書類中の記載⾦額は、千円未満の端数を切り捨てて表⽰している。



損　　益　　計　　算　　書
（令和7年4⽉1⽇から令和8年3⽉31⽇まで）

（単位:千円）
⾦ 額

Ⅰ．
107,267,455

Ⅱ． 100,050,692

7,216,762

Ⅲ． 6,594,817

621,945

Ⅳ． 150,091
受 取 利 息 及 び 配 当 ⾦ 4,972
賃 貸 収 入 52,614
雑 収 入 92,504

Ⅴ． 226,191
支 払 利 息 85,240
雑 支 出 35,950
関係会社事業損失引当⾦繰入額 105,000

545,845

Ⅵ． 859,475
固 定 資 産 除 却 損 94,169
関 係 会 社 株 式 評 価 損 765,305

△ 313,630

2,146
173,478

△ 489,254

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経　常　利　益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営　業　利　益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 ⺠ 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益


